
革新的な施設系アセットマネジメントの推進！
～新たな発想と工夫で未来を導く～

仙台市水道局

結果 １ / 症例１

結果 １ / 症例１

１．これまでの検討手法

① 従来のリスク評価
老朽度（想定使用年数の超過の割合）
と重要度（故障時の影響の大きさ）の
２軸によるマトリックスによって更新
優先度を評価してきました。

② 想定使用年数の考え方
設備の製造元の対応に対してどの
段階に設定するかが課題であり、統
一した設定は困難でした。

２．施設系資産に関する新しい考え方

① 従来の考え方と新しい考え方の対比
更新需要の効率的な算出に向けて、基本的な考え方を新しく考案しました。

② 想定使用年数設定のための資産区分とリスク区分
更に、資産を特性に応じてa、b、c、の３つに区分し、その区分に対してリ
スクをⅠ、Ⅱ、Ⅲ、の３つの区分に再定義しました。

４．老朽化資産の増減によるリスク評価

「老朽化資産を増やさないことでリスクを抑制する」ことを基本方針とし
て更新投資額を検討。１００年間の老朽化資産のシミュレーションによっ

５．最適更新投資額の算出
傾向分析によって算出した更新投資額 ［α億円/年］ を基準に前後値を
用いて感度分析を実施。更新投資額から２億円を減じると老朽化資産は

３．老朽化資産の
増加シミュレーション

リスク区分に基づいてシミュレーションを行った結
果、約７５年後の２１００年代に保有資産の全てが
老朽化資産となることがわかりました。

６．シミュレーション検討ツールの開発

７．点検結果・更新履歴の活用方法

職員の手により、表計算ソフトをベースにローコードツール（生成AI）を用
いて検討ツールを開発しました。これによって職員による継続した検討を
可能としました。

８．取組みによる効果

● これまで困難であった施設系資産に関するアセットマネジメントの一連の検討を効率的に実現した先進的な成果である。

● 全てが職員による新たな発想と工夫の成果であり、ブラックボックス化を生じない説明性の高い検討成果の作成を可能とした。

● 検討ツールの開発により、職員のみで経営環境の変化等に応じたシミュレーション検討を継続し、施設更新計画のアップデートを可能とした。

て、更新投資額に対
する老朽化資産の
増減の傾向分析を
行い、老朽化資産を
減少傾向とするた
めに必要な更新投
資額 ［α億円/年］
を算出しました。

増加傾向に転じてしま
うが、更新投資額に２
億円を加算しても、老
朽化資産の減少傾向
は大きく変化しないと
の分析結果により ［α
億円/年］ が最適更新
投資額であることを
確認しました。

想定使用年数の精度向上に向けた取組みとして、これまで具体的な方法が示されたことのない
点検データ等の具体的な活用方法を整理しました。

① 点検データの活用方法
点検データを蓄積したうえで、対象設
備が更新されるまでの間に「異常の
兆候が見られなかった」場合に着目
し、その際は想定使用年数を延長す
る方向に見直しを検討するための基
礎資料とする。

② 更新履歴の活用方法
更新履歴を蓄積したうえで、対象設
備が想定使用年数に満たない期間
で更新を繰り返している場合には、
想定使用年数を短縮する方向に見
直しを検討する基礎資料とする。

本取組みに関する問合せ先
【担当部署】 総務部 経営企画課 資産管理戦略室 【連絡先】 ０２２-３０４-０２１６ 【HP】 http://www.suidou.city.sendai.jp
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予備機も主設備の一部として考える。

➡ 一時的にも壊れてはいけない施設だから予備機がある。
予備機も含めて常時正常稼働を基本とする。

考え方 ２

浄水場設備は全て大切！壊れていいものはない。

➡ 水作りに係る機械･電気設備は常時正常稼働を基本とする。

考え方 １

効率的･効果的な算定のための 新たな考え方

想定使用年数を超過した資産は老朽化資産とする。

➡ 正常稼働が期待できる想定使用年数を超えれば安定稼働を
妨げるリスクが増加する。

考え方 ３

予備機の有無に応じた故障時の影響をリスク評価に反映。

➡ 予備機があることによって故障しても施設が停止することは
ないことから、事後保全（故障発生後の修理）を許容。

考え方 ２

個々の設備毎に想定使用年数とリスク評価を実施。

➡ 何年使えるか、故障時の影響度、復旧に要する時間などを
設備ひとつひとつを評価。

考え方 １

更新需要算定のための 基本的な（従来の）考え方

これまでは老朽化資産の明確な定義は特になし。

➡ 製造元のサポートの状況（製品の製造終了、交換部品の製造
終了など）が、設備の実際の耐用年数を決定。

考え方 ３

想定使用年数設定のための資産区分

プラント系
機械・電気設備

・水作りのための設備で
WGにより想定使用年数を設定するもの

建築系
機械・電気設備

・主に施設（棟、配水池など）に付随する設備で
「仙台市市有建築物計画保全指針」

により想定使用年数を設定するもの

建築 および

土木構造物

・アセットとは別の枠組みで更新事業を
進めるもの

参考として既往計画資料※より更新費を計上する
※ 水道施設再構築構想

送配水施設整備計画
公共施設マネジメントプラン ・・・他
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法律や指針等によっ
て使用年数が決めら
れている設備。
法律上必要な設備。

・計量機器
・消火設備

・水質関連設備
・・・など

プラント系
機械･電気設備

および

建築系
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大きな費用を要する
事業として、更新計画
を立案して更新を行
う設備。
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１００年間の老朽化資産のシミュレーション



利府町が抱えていた課題

料金収入の減少

カネ
節水型機器の普及

物価高騰等により

給水収益が減少

施設の老朽化

モノ
膨大な管路や老朽施設

の改築更新に伴う投資

需要の増加

技術継承
人材育成

ヒト
技術職員の高齢化や異動、

退職により職員が年々減

少し、技術力が低下

官民連携体制の強化を見据えた方針として、要求

水準書にフェーズ設定による段階的な目標を明示

取組による成果と今後の展望

利府町
上下水道課長 鈴木 崇裕

株式会社Rifレックス
代表取締役 野田 幸輝

水道事業および公共下水道事業について、民間企業4社の出資で設立された特別目的会社「株式会社Rifレックス」と、

管理・更新一体マネジメント方式による10年間の業務委託契約を締結した。対象施設は、取水から末端給水に至るまでの

上下水道すべての設備・管路施設となる。業務内容は維持管理、料金徴収・窓口、コンサルタント業務に及び、日常の運

転・保全管理情報を基にした更新・維持管理計画の立案や、町が発注する工事の施工監理までを行うものである。

❒委託対象施設 ❒委託契約後リーフレットを作成し全戸配布

ヒ ト

上下水道事業包括委託の概要

❒専門性の高い人材の
確保

❒職員のスキルアップと
技術継承の体系

❒組織全体の技術レベル
底上げ

モノ カネ

民間ノウハウによる人材
の確保と技術継承

❒民間の最新技術・ノウ
ハウによる施設運営の
効率化

❒IoT、AI等のデジタル
技術活用による予防保
全の実現

❒迅速な故障対応・復旧
体制の構築

包括委託のスキーム

システム導入等による業
務効率化、コストの最適化

と設備の健全化維持

劣化診断・健全度目標値
の設定や修繕計画による

投資の最適化

❒劣化診断・健全度目標
値の設定や修繕計画
による投資の最適化

❒長期的な運営コストの
最適化民間の経営ノウ
ハウによるコスト削減

❒長期的な財政計画の
安定化

W-PPP導入の目的を整理

❒これまで町が実施してきた業務のワークフローを見える化
し、事業を継承する期間

❒町が有する暗黙知、ノウハウを形式知化し、確実に民間へ継
承する期間

❒フェーズⅠで見える化したワークフローを見直し、事業効率化
を図る期間

❒町の「技術・ノウハウ」と民間の「技術・ノウハウ」を積極的に
融合する期間

❒次期包括での発展を見据えた検証期間
❒導入した技術・ノウハウを検証し、アップデートと技術継承
を進める期間

◎フェーズⅠ

◎フェーズⅡ

◎フェーズⅢ

利府町上下水道部

フェーズごとに具体化された官民連携の目標を踏まえて、

我々はまず推進計画を立案しました。特に、フェーズ１の目

標である「見える化」「継承」を確実かつ効率的に行い、蓄積

された知識・技術を官民が共有・活用できるよう徹底的な

DX化に取り組みました。今後は、構築したナレッジデータ

ベースの高度化に向けて、AI導入にも取り組んでいきます。

今回の業務は、これまでの同種同規模の包括委託よりも、性能発

注としての方向性が明確で、民間のノウハウや技術を導入しやすく、

創意工夫により、これまで以上に効果的なサービスの提供が可能

だと感じています。

この業務での取り組みが、同様の課題を抱える事業体にとって

参考となるモデルケースになるよう今後も取り組んでいきます。



岩手県を襲った線状降水帯に伴う記録的豪雨により、米内浄水場では取水施設が被災するとともに、激しい濁度上昇により、取水
停止を余儀なくされ、浄水処理が大きな制約を受け、断水の危機に瀕した。

１．抱えていた課題

結果 １ / 症例１

令和6年8月豪雨に際しての米内浄水場における
断水回避に向けて発揮された現場力

２．取組概要

・ 緩速ろ過、急速ろ過が並置されている特徴にも留意し、
普通沈殿池の貯水容量や緩速ろ過処理の限界も考慮し
た精緻な施設運用により、懸念された断水を回避した。

・ 緩速ろ過と急速ろ過のハイブリットにおける災害時対
応を確実に実践できる状態を確立するため、各種災害
マニュアルの充実や過去の災害対応の継承を図りなが
ら、局独自の実践的な災害対応訓練を実施してきた。

・ 災害時に全職員がタイムラインを活用しており、すべ
ての情報が瞬時に共有できるようになったことで、あらゆ
る対応の迅速化及び適正化を目指した。

・ 職員の能力向上を図るため、局の職員技術研修とし
て、管路技術編・浄水技術編（全15研修 年35日間）を

実施しており、災害時に迅速かつ的確な対応ができるエ
キスパート職員の育成に取り組んできた。

・ 緩速ろ過においては、局独自で緩速ろ過専門部会を
立上げ、全国セミナーを開催して知識を収集し、独自の
実証実験等を重ねながら研究に力を入れてきたことによ
り、あらゆる場面での対応力を兼ね備えてきた。

４．取組の効果

多くの訓練・研修・研究を重ねてきたこと

により、組織一体となって災害に対峙する
ことができ、知識・経験・技術力を兼ね備え
たマンパワーによって米内浄水場の大雨
災害による断水危機を乗り切ることができ
た。

５．今後の展望

異なる浄水処理方式を併用するハイブリットは経済的なリスクと業務量の増大か

ら避けられる事業体は多いと思うが、水質変動への柔軟な対応が可能となるため、
リスク管理の参考になると思われる。また、緩速ろ過における沈殿池・調整池の活
用、高濁度時の浄水処理や維持管理については、今後の災害対応や更新計画等
に欠かすことのできないものと考えている。

盛岡市上下水道局

取水口に流入した落葉取水量確保するための人力による
取水口土砂除去作業

人力による倒木撤去状況

【本取組に関する問合せ先】
担当部署：浄水課米内浄水場
連絡先：019-667-2280

jousui@city.morioka.iwate.jp

ＹｏｕＴｕｂｅ
盛岡市上下水道局チャンネル

３．PRポイント

・ これまでの同種の事例を精確な記録として残し、それを組織
全体で共有するとともに訓練等を通じて組織的に咀嚼している。
これらの組織内における危機事象に関わる情報共有は他事業
体の参考になるものと思われる。

・ 新規性・革新性というよりは、自らの施設を熟知し、それを危
機対応にもしっかり活かせる応用力は、日々の業務における姿
勢という観点では「原点回帰」ともいえ、その意義を強調したい。



○現在、水道事業における技術職員の高齢化や後継者不足が課題となっており、次世代の人材育成が不可欠となっている。
さいたま市水道局においても、令和１４年までに職員の８.２％が退職を迎える見通しであり、ベテラン職員の退職が続く中、人材
確保が課題となっている。

○毎年、小学生を対象とした水道教室やダム見学等、水道が蛇口に届くまでの仕組みについて説明を行う授業や、水源地域と触れ合う
イベントを開催しているが、水道局の仕事やその魅力について、将来の職員確保につながる広報の機会は設けていなかった。

１．抱えていた課題

○低予算でイベントを開催するため、業務委託はせず、企画から運営まで
職員が全て実施

○小学生に興味を持ってもらえるよう、仕事風景の写真を多く使った募集
チラシを職員が自作するとともに、広い周知を図るため、市内小学校の
対象学年全児童に配布

○水道管から水が高く噴き上がる様子を迫力ある水柱で実演、その後すば
やく修繕を行うデモンストレーションを実施し、水圧のしくみと修繕の
方法を分かりやすく説明

○水質検査体験では、親子で一緒に楽しめる内容を企画し、小学生が扱い
やすいように普段職員が使用するものより小さい器具を揃えた

お仕事体験イベント開催
さいたま市水道局

２．取組概要

４．取組の効果

○参加者の声やアンケート結果から所期の目的である「次世代を担う人材の
確保につながる広報の機会」 を設け、「水道局の仕事について理解・
関心を深めてもらい、水道の重要性や水資源の大切さを学ぶこと」は、
一定程度、達成することができた

３．取組に当たり工夫した点

結果 １ / 症例１

５．今後の展望
○小学生に分かりやすく説明し、体験してもらうために、業務の振り返りや要点を確認する良い機会となったため、今回の取組で得た
改善点を踏まえて、今後も継続してイベントを開催していきたい。

漏水修繕の様子

水質検査の様子

他にも、
水道局公式Ｘ、
ホームページで発
信✨

これまで市町村や企業が主催す
る体験会や講座に参加した中で、
今回の「水道局のお仕事体験」
が1番充実していて良かった

将来、ここ(水道局)で働きたい！

普段、当たり前のように使えている
水道の有り難さを感じることができ、
それぞれの部署の方のご苦労を伺う
ことができ、理解につながった

市内小学校
対象学年全児童に
配布！

さいたま市水道局キャラクター
「ピッチ」「チャッピー」

５倍以上の
応募倍率！

○水道局の仕事について小学生に理解・関心を深めてもらい、水道の重要
性や水資源の大切さを学ぶ機会を提供することを目的として、「さい
たま市水道局のお仕事体験イベント」を開催

【開催概要】

募集チラシ

業務部水道総務課 TEL：048-714-3069
E-mail:suido-somu@city.saitama.lg.jp

参 加 費
定 員

体験業務
日 時

対 象

：令和7年3月15日(土) 10:00～12:00 ／ 13:30～15:30
：水道メーター検針、水質検査、漏水調査、漏水修繕、応急給水
：さいたま市内在住または在学の小学4年～6年生（保護者同伴）
：合計40名 午前の部20名 ／ 午後の部20名（抽選）
：無 料



①職員1人あたりの負担増加

• 書類作成等に要する負担
• 老朽化による問合せの増加

１．抱えていた課題

目的 と方法

結果 １ / 症例１

• 水道施設または本課独自の作業プロセスや書類・管理
内容にシステムを適合

• 部署異動があった際、操作性の違いによる混乱を防ぐ
ため、先行して利用している本市道路課のシステムと

同一の操作性と機能性を維持

漏水対応等における維持管理支援システムを用いた
情報共有及び業務の効率化

埼玉県志木市 上下水道部 水道施設課

２．取組概要

維持管理支援システム（日本工営株式会社による構築）を導入し、主に以下の取組を行っている。

５．取組の効果

• 業者未定であった案件を、対応可能な業者が案件情報を確認し、率先して対応してもらえるように！
 システム内の対応状況等を切り替えることにより、全登録業者が案件情報を閲覧できるように改修

• 2社それぞれの工事写真や措置内容がシステム上で共有できるように！
 冬場は水道管の凍結により漏水が相次いで起こり、水道工事業者2社で連携して対応するため、2社分入力できるように改修

３．取組に当たり工夫した点 結果 １ / 症例１

• 全国初となる「水道施設」の維持管理支援システムとして活用中
• 改修次第で概ねどのような日常の維持管理の課題にも対応可能
• それぞれの水道事業者に合わせたカスタマイズが可能
• 長く使い続けることのできるシステム

４．PRポイント

▲カスタマイズの例▲システムから出力される書類のイメージ

６．今後の展望

事業環境が刻一刻と変わる今、運用方法も変わっていきます。
今後も運用状況に合わせてカスタマイズを行っていくことで、
さらなる効率化を目指していきます。

【本取組に関する問合せ先】

担当部署：埼玉県志木市 上下水道部 水道施設課
連絡先：048-473-1138

suido-s@city.shiki.lg.jp

②問合せ対応や情報共有の遅れ

• 問合せ内容や状況に関する詳細の
リアルタイムな共有が困難

③要望受付業務等の煩雑さ

• 配水管等の情報の確認はGISやHP等で別

途確認する必要があり煩雑

①従来の作業プロセスでシステム化

• 手戻りや二重入力の解消
• 電話等での連絡や説明時間が削減
• 現地から帰所後の事務作業量を軽減

• 市民サービス向上のための検討等に注
力することが可能

②職員・業者でリアルタイムに情報共有

• 問合せ内容が写真や動画も含め
瞬時に共有可能

• 市側の迅速な判断や早期の現場対応が
可能

• 伝達齟齬の削減

③配水管等の情報をシステム上に表示

• 要望箇所との位置関係等の確認や
管路情報の一元管理が可能

• 自席のPCや現場でスマートフォンにて
閲覧可能

• 他資料を別途確認する必要なし

▲維持管理支援システムの利用イメージ

管路位置や
管径等も確認
可能

不具合箇所
などをマップ
表示可能

▲配管図等のシステム表示のイメージ

要望記録をすることで
報告等に必要な帳票も
1クリックで出力可能

帳票様式は従来市で
利用していたものに
適合

集計様式は、従来
市で管理していた
項目へカスタマイズ

表示させたい
情報を選択し
て表示可能




